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労働 時間短縮 の効果 につ いての一試論(注1)り

吉  岡  完  治

 1.は じめ に

 日常経験から1人 が労働する場合,当 初立ち上が りの時著しく効率が悪い,時 間を経 るに従

って慣れ,効 率が上がっていく。しかしいずれは,そ れを継続してい くとやがて疲労がたまり

苦痛が増す ことに よって,生 産効率が低下してい くことをよく経験する。Y'も かかわらず,マ

クロや産業別の計量モデルでは生産に用いられる労働投入量は人員×1人 当 り労働時間とい う

形で示されるのが普通である。このような場合形式的には人員を一定 して,労 働時間を倍にす

れば労働投入量は倍 となる。又その効果は時間を一定に保って人員を倍 とする効果に等 しい。

このような 日常非現実的とみられる前提を計量経済モデルに用いるにはそれな りの意味があっ

た と思われる。

 第1に 一度この ように 日常経験を陽表化するモデルを考えると泥沼におちてしまう。労働時

間の限界効率は職種や仕事の内容,又 余暇の過ごし方でもことなる。たとrxそれが分ったとし

てもことなった事業所で労働時間がことなればどの様な集計をすればよいのであろうか。この

ような観点がいきおい人員 ×時間 という単純化されたモデルを採用することになるのであろ う。

 オルタナティブな方法としては集計レベルで生産関数をX=f(乙,h,K)な どと全 く人員 と時

間を別個のイソプットのように扱 うや り方である。このや り方は確に一般的であるが生産関数

のパラメータを安定的にとらxる ことは極めて難かしい。又たとえ測定された としても労務費

が人員と時間の積の形つま り人員 ×時間 ×賃金率であるので費用式が原点に対し凸 となり費用

極小の充分条件をみたすには著 しく制約された生産関数を用いざるをえな くなる。もちろん労

働の ミクロ分析では,内 部均衡をみたす為に労務費に人員に関連する調整費用 と時間に関連す

る調整費用を加えることによってできるだけ和の要素に還元 して内部均衡を達成させる方法が

とられるが人員や時間の変更にコス トがかかる,言 いかえれば時短 という制度変更にコス トが

かかるとい うことを先取 りすることから不満な点 もある。又計量分析にあたっては特に時間の

調整コス トは観察資料から入手しがたいという難点をもっている。このようなことから労働イ

ンプットを人員×時間で測定することには,そ れなりの意味があった と思われる。

 ただ昨今関心をもたれている時短の生産に及ぼす効果を考えるには問題をはらんでいる。な

ぜなら労働投入量をそのように測定することじたいで著しくバイヤスを持つ帰結を導きかねな

いからである。たとえば労働時間が年間2000時 間から1800時 間に1割 減少したとしょう。その

分を人員で うめあわせれば1人 当 りの労働生産は確実に1割 減ってしまうことを前提 としてい

るからである。時短の効果を知るうえで,効 率曲線を用いる意図はそこにある。その上で所与

の制度のもとで生産者の合理性が最適労働時間をどのように決めるかを示すモデルを考える。

そのモデルによって若干の比較静学分析を行い,割 増賃金制や労働のオーバー ・ヘッド・コス

*) この論文はプレリミナリーなものである。コメント等を歓迎する。
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トの現状が労働時間に与rxる 効果をみてみる,更 にその効率曲線推定についての展望と時短の

労働生産性に及ぼす効果をみてみる。その結果 もたらされる帰結は次のようなものである。

 (1)企 業の費用極小化によって決定 され る労働時間は現状の制度下では必ず しも仕事の効率

極大化によってもたらされ る労働時間 とは一致しない。

 (2)た だ,も し労務費 にオ ーバ ー ・ヘ ッ ド ・コス トや割増制が ない場合,か つ人員 レベ ルで

の調整 コス トがない場合ではそれ らが一致する。

 (3)通 常の制度条件下では,費 用極小化に基 く労働時間は仕事効率極大化の労働時間を上廻

る。その際労働時間の短縮は仕事効率極大化に近づけることから1人 当 りの労働生産性をさほ

ど低下させない。

 (4)労 働 時間の短縮は賃金割増制の徹底 と,オ ーバ ー ・ヘ ッド ・コス トの低下に よって もた

らされる。などが示される。

 2.理 論の内容

 生産の変動に対 し労働投入量を人員で調整するか,労 働時間で調整するかについては謎が多

い。 日常経験では,人 員調整のための新規採用 コス トや レイ ・オフにあたっての負担 コス トが

目につ く。他方,時 間変動にともな うコス トは,あ ま り徹底 していない賃金割増制をのぞいて

あまり思いあたらない。 このことは特に日本のマクロ労働市場のパーフォーマソスを見るのに

都合が よいかも知れない。短期生産調整には,も っぼら労働時間の調整によってなされている

ようにみ うけられるからである。

 しかし,は たしてそうであろうか。個別企業をみた場合,50～60%程 度の急激な生産変動は

ざらにあ り,そ れに応じて,人 員の採用や倒産と,人 員 レベルで動 くことが多い。他方労働時

間は,慣 行とい うのであろ うか,人 間本来の仕事効率によるのであろ うか,さ ほど動かないと

思える。短期生産変動によって労働時間が半減した り倍になった りすることはきわめてまれな

のである。おそらく,マ クロでみられるより大きな労働時間の変動は,賃 金を与件(世 間なみ

相場)と して行動す る企業の主体均衡に由来するよりも,む しろ人員 レベルの超過需給が賃金

を経由してフィー ドバ ックを与える市場均衡に依存するところが大きいと思えるのである。

 このような観点に立 って企業の主体均衡を示す場合,一 人当 り労働時間に関する仕事の効率

曲線を明示せ ざるをえない。特に時短の生産活動に及ぼす効果を考える場合そのことが重要 と

考える。

 企業の主体均衡を記述する場合,長 期的視点に立って,設 備投資などを決める行動 と,短 期

の生産変動に応じて,実 労働時間や雇用調整を決める短期行動に区分することが便利であろ う
。

その中で,こ こではもっぱら後者の短期行動を記述するモデルを示す。所定内労働時間や生産

設備を与件として,実 労働時間と雇用者数を決定するモデルを扱 う。単純化により分析の焦点

をしぼるためである。しかるのち,人 員に比例する労務費や割増賃金制が実労働時間をどのよ

うに動かすのか,又,労 働時間短縮が何らかの制度変更によって達成される場合,労 働生産性

をどのように変えるのかをモデルの帰結として示す。

 2-1.生 産関数 と仕事効率曲線

 単純化 して,単 一の労働イソプットによって単一の生産物が作られるような場合を想定L;
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次のような短期生産関数を仮定 しよう。

  xr〆(L・9'(h);K)

   f :生 産関数で,労 働の限界生産力逓減則を仮定する。(f'>0,ノ 〃<0)

   K :与 件 とされる生産設備量

   L :雇 用者数

   h :実 労働時間

   g(h):労 働時間hに よってもたらされる仕事効率

(1)

 この 中で仕事効率曲線g(h)が め あた らしい ものであ る。 しか し,ジ ェボ ソス(2)以 来 の仕事

量の限界苦痛の考え方にもみられるように,投 下時間と仕事量は必 ずしも一定比例的 で は な

い(注2)。そこで日常経験から次のような 仮定 をもうけ よう。つまり,r仕 事の限界効率 ∂9/∂h

測 脳 塑麹 勤 螺 嚢 堕 ち上カミり髄:q紗 敵 遊騨 塵 迷 益2:魃箜獄
昇 してい く。(〆'>0)し か し,や がてそれ も ピークに達 し,(9〃 ニ0)そ れ 以降時 間を増 してい く

、と疲 労や苦痛 に よって下降 してい く。(9”<0)』 と仮定す る。 この経過を,限 界効率9',平 均 効

率9/h,効 率 弾性 ∂Ing/∂Inh,総 効 率9に つ いて,図 示 した のが次 の図である。(図1)

 こ の 図で平均効率 を最大 にす る労働時間hは

              d(g/h;dh L- h2

に よって求 まるか ら,

                  q(h)h-9'(hj

となり,平 均効率が限界効率曲線 と交わる点であることがわかる。又,そ のことは,

                  aing  g'

                  aInh  q/h                    '

より・解 の労働時騨 力性(以 下効率弾性)カ ミ1の労鮒 間であることも分かる
.又,2階

の条件は

              d2(g/h)q”h2-Zq'h+q

であるか ら・h=hの 近 傍では9”h2-q'h-hg一,G・ とな り,必 ず成立す ることを示 してし、る.

 2-2.生 産 者の費用極小化

 生産者は所与の生産量xに 対応して費用を極小にするように雇用者数L,実 労働時間hを

決定するとする。その費用は,単 純化して次のように考える。

  C-Lp,+Lh*ρ ・+肋 ω+L(h-h*)ω ・・+U(L)+Kr      (2)

   C :費 用

                    3 一
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L

p,

が  :

pz

ω   :

e

U(L):

Kr

雇用者数

一人当 りオーバー ・ヘ
ッド・コス ト

所定内労働時間(h>が の場合を考えておく)

所定内時間労働投入量に比例する単位当りオーバー ・ヘヅド・コス ト

賃金率

時間外割増率

人員に関連する調整コス ト

生産設備資本費

 ここで労務費のオーバー ・ヘ ッド・コス トにあたる部分は,人 員に比例するものAI,所 定内

労働投入に比例するもの ρ2に 分けている。前者は,生 産に直接関与 しない事務機 ,用 品,机

オフィス ・スペースの確保費,」 部の福利厚生費があたるであろう。後者は,一 部の福利厚生

費やボーナス支給のための引当金,退 職給与引当金などがそれに該当しよう。又,割 増賃金の

支払は,割 増率 εとを与件 として,L(h-h*)ω ・εと示 している。時短 という問題の所在から式

展開の複雑さをさけ,こ こでは実労働時間が所定内労働時間 を上廻 る場合のみを取扱 お う。

(h>が)K,は 短期に与件 となる資本費である。又,U(L)は 人員に関与する調整コス トであり,

次の図2に よって示される形をしていると仮定しよう。

図2.人 員 に関連す る調整 コス ト

0

U(L)       ぴ'
≧0

        露
        i
        I
        i
    ぴ く0域l
        I
        麿
        i
        醤
        奮

        I
        I
        i
        I
        I
        璽
        1

U'>0域

U(L)

      _一 一ラLL
_,(前 期雇用者数)

つまり,前 期雇用者数(L一,)が 保持される場合,調 整コス トは最小となる。新規採用にっれ,

もしくは,レ イ ・オフに よって費用が増すことを仮定している。たとxば,① 新規採用 コス ト

は,新 規雇用者数に比例する。②自己都合退職者 な いし定年退職者は,前 期従業者の一定率

δL-1である。③退職者に支払われる負担,ラ イソ組換えの費用は退職者数に比例する。とい う

ような3つ の単純な仮定のもとでは,① 新規採用 コス トと,③ 退職者等負担め合成関数によっ

て,次 の図のような調整コス トが描けよう。
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図3.調 整 コス トの例

U(L)

0

合成された調整 コス ト
粒 新規採用
   コス ト

(1一 δ)L_, L一,

   退職給与引当残取 くず しを上廻る

t
   退職金支払ないしライソの変換費

  .一 →>L

 費 用 極小化の条件は,次 の よ うな ラグラソジz関 数 を変数L,h,未 定 乗数 λに よって偏徴

分す ることに よってえ る。

    ∫(L,乃,λ)ニLp,+Lh*(ρ,一 ω・ε)+Lhm(1+・)+U(L)+Kr+λ[X一 ノ(L・9(h))] (3)

〈一 階の条件 〉

          弩 一角+がい ・・)+hw(・+・)+U'(L)_ofaL・

          ah f ah

          筈 一xイ(L・σ(h))一・

この一階の条件の上の2式 は次のようにらる。

          of

          ∂h L・9”(h)_   L・ω(1+ε)

          ∂f 9”(h) ρ1+h・ω(1+・)+が(ρ,一ω・・)+σ・¢)         ai

右辺の分子は,時 間上昇にともな う単位当 りコス トである。又分母は,同 様,雇 用上昇にとも

な う単位当 りコストである。したがって,人 員と,時 間の限界代替率がそれ らの比に一致する

とい う限界代替率等則を意味している。この(4)の 条件式からh,Lの 決定をみやす くするた

め次の(5),(6),式 のように変換しよう。
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1

alng _g'(h)    hm(1+s)

∂lnh σ乃 ρ1緬 ω(1+・)+が(ρ 、一 ω・ε)+U・(L)

      =ψ 偽x,ω,ε,ρ1,ρ,,h*,σ ノ)

X=f(L・g(h))

(5)

(6)

 この(5)・(6)式 に よれ ば次の ことがわ かる。 もし調 整 コス トがない場合 σ(L)=0よ り(5)の

分 母 からU'(L)が な くな り,(5)式 は,時 間hと,要 素価格のみの関数 となる
。 したが って,

最遡 趣 躙 璽 躍 體 麹 嫉 懸 塗燃 殿 鰻e 一幽 聾a遡 変鯲 勤 身 髄 迭 盛

この労働壁闃k幽 係せず,(6)に よ って もっぽ ら雇用者の調整に よって行われ る
。 さらに人

員にかかわ るオ ーバ ー・ヘ ッ ド・コス トや賃金割増制がない場合,な い し割増 負担 とオ ーバ ー ・

ヘ ッ ド・コス トが頂度相殺 され る場合 は次 の よ うにな る
。

<ケ ース1>σ'(L)=0,ρ1,ρ ・,・=0(orρ1+が(ρ,一m・ ε)=0)の 場 合。

 (5)式 は

alnq
_1

alnh

とな り,効 率弾性 が1と なる ところ,つ ま り〆(h)=g(h)/hを み たす こととなる。 したが って,

費 用極 小に よる労働時 間は,労 働 の時間当 り効率極大時間 と一致す る。(図4)

図4.ケ ー ス1:U/o,ρ1,ρ2,ε=0

充分条件

不成立

1

0

充分条件成立

一 一 一 一 一 一 一 一 ・一 一 一 一 一 一  一 一 一 一 一 一 一 。 一 。 一 ψ㈲:(5)の 右 辺

一       r     一 一  マ     剋 `

       iii
       ii
       III
       i

       乃

aing

alnh・(5)ρ 左 辺

・一一→h

 このことは,調 整 コス トもなく,制 度わ くもない時間給支払のような単純労働の市場では,

企業の三聽 極小に よっても勉 畫れる労働時間は,時 間当 り効率(9'(h)/h)を極大にする労働

時間 と一致する。又,短 期の生産量変動に応 じての調整は,人 員 レベルの調整に よって行われ
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る。 ことを示 している。

 た とえ,退 職給与 引当金残が充分 あ り,新 規採用 コス トがネ グ リジプルな労働市場(U'=0)

に お いて も,長 期的な観点か ら,オ ーバ ー ・ヘ ッド ・コス トや 賃金割増制が慣行的 に制度化 さ

れ る理 由は充分あ る。特に生産 ライ ソの基幹をなす常雇 については雇用 の定着性 は企業 に とっ

て必要な ことであ るし,又,長 時 間労働 にたいす る社会的要請か ら賃金割増制が並用 され るの

は もっともであ る。 この ような場合 ρ1,ρ2,ε>0と な る。

 <ケ ース2> U'(L)=0,ρ1+が ρ2>h*wsの 場 合。

 賃金 の割増率 εは通常 日本 の場合1/4と され る。 しか し,こ れは あ くまで一 日内の労働時間

の話 で,有 給休暇 の振替 出勤には割増 は摘用 され ない。 したが って,実 質的には充分1/4以 下

であろ う。他方 ボ ーナスの支給だけ考 えても(ρ2≒ ωε)割 増 とほぼ とん とんの企業が多 いか ら,

上 の条件p,+h*pz>が ωε をみたす企業 が大多数 であろ う。 この ような場合に,労 働時間が ど

こで決定 され るかをみてみ よ う。労働時間を決め る(5)式 は 次の よ うにな る。

号}器 一醐 葺 翻 禽一ω.訂一ψ(h,…) (5)ノ

ここで ψ(h)の 性 質は

ψ(0)=0,

∂ψ

ah {p,+hu,(・+、)+h*(p2=(11&12,>o

ψ(○。)=1

P1+が(ρ 广 ω・)

である。 したが って,均 衡時 間heは 次 のよ うな図5に よって決 まる。

図5.ケ ー ス2:U'=0,ρ1十 が ρ2>が ωε

1

0

               1    ψ(h)

               8 1

               日

               日
               1  1

               日   2迦
               6 6    ∂lnゐ
               1  8

               ロ
ー一一      一 一一 一 一Ll i>乃

               乃 hee

          g



 この ように一人 当 りオーバ ー ・ヘ ッ ド・コス トが所 定内賃金に割増率 を乗 じた値を上廻 る場

合,費 用極 小化 に よって導かれ る実労働時間heは,効 率極大の労働時 間hを 上廻 る。 したが

ってその際何 らかの制度変更 に よって時短をす ることは,労 働 時間当 りの生産 効率を高 め るこ

とになる。 その制度変果 は次 の徴分が示 す よ うに,オ ーバ ー ・ヘ ッ ド・コス トの低下(ρ1,ρ2

を 下げ る),割 増率を上昇 させ る(ε を上 昇)こ との ミックスに よって達成 され る。ただ,注 意

されねばな らないのは,所 定内労働時 間 が を下げ ることは,場 合 に よって実労働時間heを

上げ る逆効果に なる点 であ る。

・噐 一褊 詳 舞 監
一ωδ戸く・

・繋 一{
p,+hm(1-1-s)一1-h*(pz一碪)ド<・

・一讐 一彑齡 篇 麟 驢 塗畿 軌〉・

。  lim  ψ=1
(ρ1+ん 寧ρ2。 ん.ω ・`)→+

。」塗色=_二:(pz二 璽 塾(1+s)一 一 く0∂が {

ρ1+hm(1+ε)+が(ρ,一 ωε)}2≧0

(ρ1↑=〉 ノZe↑)

(ρ,↑⇒JZe↑)

(ε↑⇒he↓)

(も し ρ2>ω εが ↑⇒ 乃ε↑)

(も し ρ2≦ωεが ↑⇒ 砺↓)

こ の制度変更 のheに 与える効果 を図示 してお こう。(図6,図7)

図6.ケ ース2に おけ る ρ,ε を変化に ともな う

   実 労 働時間heへ の効果

1

0

            1   ε↑   ψ

            ll,心 ρ↑

            lll
I      

Il;; a彑9'

ζ二 輩 ∴、
 乃¢ 乃,⇒

εの拡大 εの拡大
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図7.ケ ース2に おける所定内労働時間短縮h*↓ の

   実労働時間heに 及ぼす効果

1

0

             ii             

I,身 が↓(/・<ωξの鵬

               I

             ll

             臼  .aing-
             I l    ∂In la

“  r  禰 一 一1「 篇 一一 一→ 乃

                が 下落の効果

 <ケ ース3> U'(L)=0,ρ1十h*p2〈h*ω ε の場合。

 オ ー・J¥.一一・ヘ ッ ド・コス トが きわ めて小 さ く上 の条件をみたす企業 もまれに存在 しよ う。 こ

の ような ケースでは,費 用極小化に よってもた らされ る実労働時間は効率極大化の労働時間h

よ り短い点で決 まる。 しか し,制 度変更に よる効果は上の徴分の符号が変わ らない ことか らも

ケ ース2と 同様の効果が もた らされ る。(図8)

                  lim   gi(lt)=00
               h-h”roe一(pl+h”P2%               -一一一一     一一       一→十〇
                 ω(1+e)

               ρ(・・)=1

               1号<o,鐸 ・>o

 人員に関連する調整コス トU(L)が 存在する場合には,図 によって示すことはきわめてむず

かしくなる。又実労働時間の決定は(5),(6)を 同時に解かねぽならず,そ のことは,生 産の短

期変動に応 じ,雇 用量,実 労働時間がともに変動することを意味している。 しかし,以 上の3

つ のケース に お ける制度変更による定性的帰結はほとんど変わらない。若干の変更は,再 度

(5)式

aing         か ω(1+ε)

aIn h=P1二F乃 ωli=「;)=+一h*(p2=cos)+U'て:L)一=ψ(h,・ 乙) (5)

を見ると直観的に理解 され よう。その三つのケースに分けた区分点がiア(L)だ けずれているこ

とに注意していただきたい。
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図8.ケ ー ス3:U'=0,ρ1十h*Pz<h*we

       i
       i
       i
       i
       i
                       充分条件成立点

       i
       i
       i
       l           '1一… …1  厂

1一噛 ψ(lr)

li＼
o } 御越 π;が万 …卩耐 づ厂皿…{一…一「ラ 乃

       ω(1+ε)

                ρ汁 がρ,+U'(L)勤*ω ε

つまり・この区分点のずれから・麹 駄 顯 襲 照 凶 腱 往・ケース2に あたる蝶 が多

くな りがちにな り,費 用極小による実労働時間が効率極大の労働時間よりも多 くなる企業がふ

.鍾 喫 遮 至・又・いずれのケース蹙 こあた廻 飃 におい:般

                  黝 務≧<・

菱血 一婁労働時間はよ2輿 應 ゑ ことをTし ている。又,逆 に景気縮小局面ではU'(L)<0と

な り,全 く逆 の効果 が シソメ トリカルに生 じる。

 近年の大幅景気拡大期をむかxて,生 産者側から, 「労働時間短縮なんてとんでもない」 と

い う声をきく。これは生産者の反応としてはきわめて自然であるが,そ れを修正する対抗力が

必要であることを,こ の帰結は示すのであろ うか。費用極小を前提 としない企業は,競 争にさ

らされてしまう。景気拡大期に,そ れにかなった形で制度変更を行い時短をすること,そ れに

よって生産効率を最大にする労働時間が達成されることをこの帰結は意味している。しかも,

そのような場合・後に示すが,1人 当 りの労働生産性X/Lの 低下率は,時 間の短縮率dlnh

より軽微であることになる。

 このように労働時間決定は,調 整 コス トが存在する場合(5),(6)の 同時決定に よって解かね

ばな らないが,そ の場合の生産変動に伴 う効果 と,制 度変更の定性的結論は変わ らない。一例

として,オ ーバ ー ・ヘ ッ ド・コス ト ρ1の 変更 の及 ぼす効果 を示 しておこ う
。

 <ケ ース4> L,(L')キ0の 場合の生産 変動 の効果,(5),(6)をXで 偏徴分 して次式を うる。
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σ”[ρ1+h(ω1+ε)+が(ρ 、一 ω・ε)+ぴ(L)]ぴ'9'

g'L g

ah
ax

aL
aX

これを解 くことによって

       aL              ρ1+hw(1+・)+h*(ρ3一ω・)+σ'(L)          
9[ρ1+hm(1+・)+が(ρ,一 ω・)+σ・(廟一(σう・L・U”(L)

                    一U”,〆

/
0

1
亠

ax

ah

ax

>o

7ρ[ρ 、伽(・+、)+万 ・1ρ、一ω,1+ぴ(L)]一(雁.び ・(L>≧0

をえる。この式は,生 産量Xの 微小変化が,短 期の企業行動に よって,雇 用,実 労働時間を

何単位変化させるかを示している。又,そ の符号が共に非負であることは,生 産増加が雇用,

実労働時間を共に増加させることを意味している。

 さらにここでU”=・0の 時ah/∂X=0と なることから,調 整 コス トが全 くない場合,生 産の

変動は実労働時間を変化させない,と いう先の命題を再確認したことになる。

 <ケ ース5> ぴキ0の 場合の ρ1の効果。

 (5),(6)をP1で 偏徴分して次式を うる。

q”[pl+hm(1+s)+h*(p2-ms)+U'(L)]U”g'ah

 iq'aplaL

g'L gapp o

これを解 くことに よって,

       aL        (g')ZL

      {鷲:驫 謡;欝 瓢:
となる。この式 ・,単 位当 りオーバー ・ヘ ッド・コス トρ1の微小増が,ど れだけ雇用者を減

らし,実 労働時間を増加させるかを示している。したがって,先V'示 した定性的帰結 「オー・バ

ー ・ヘ ッド・コス トが増加すると実労働時間を増加させる」という点を再確認したことになる。

 3.時 短の労働生産性への効果と仕事効率曲線9測 定への展望

 これまでで,企 業によって決定される実労働時間は仕事効率極大の労働時間とは必ずしも一

致 しないことがわかった。特に,ナ ーパー ・ヘ ッド・コス トが大きかった り,割 増賃金制が効

果的でない場合,又 景気拡大期には過大な労働時間が均衡値となることが示 され た。それ で

は,何 らかの制度変更によって時短が達成した場合,労 働生産性はどの程度低下するのであろ

うか。今までの仕事効率曲 gの 議論をふまえて,こ の点をみてみよう。

 生産関数(1)式 は,2つ にわけて次のように書き換えられる。

                   一12ｰ



          X=f(z'.g(h);K)=>X=ノ ●(E鹽;K), F,_=」乙・9(h)          (7)

したがって

            dlnX=alnE[dlnL+alnhdlnh]    (g)

となる。ここで新たに定義した変数Eを 仕事量(雇 用者数 ×1人 当 り仕事効率)と 名付けて

おこう。そうすれぽ,(8)式 は生産の上昇率dlnXは,雇 用者数の上昇率dlnL労 働時間の

上昇率dlnhに よって達成されること。それらは,生 産の仕事偏弾性 ∂1nノ/∂InE ,効 率弾

性 ∂Ing/∂Inhに 依存して決まることを示している。

 他 方,一 一人 当 り労働生産性はPL=X/Lで あ るか ら,そ の上昇率 は,次 の ように示せ る。

               dlnPL=dlnX-dlnL

したがって,労 働生産性の上昇率は,(9)に,(8)を 代入することにより,

          dlnPL=alnE[dlnL+alnhdlnh]一dlnh

をえ,労 働時間変更にともなう生産性の変化を全弾性で示せぽ次式をえる。

         dln_PL_alnf_dln h一(dln E・)器 房一+_dlnfa lnE・aln qalnh

 この式 は次の ことをイ ムプライ している。 もし,生 産を一定セと保 ちなが ら

d_lnL_
dlnh alnqalnh)時短を行う駘 時間・%の繍 こ対して雌 性は,

               零鵠1、_aln qalnh

alng

alnh%だ け 下落す ることを意味す る.

(9)

(io)

(dlnX=0よ り

このことは・先 に示 したように・もし渤 率最大労働時間をこえた実労働時間ではaing
alnh

〈1で あるから,1%の 時短は1%以 下の生産性低下ですむことを意味している。

 さらに・もし・雇用量を一定にして(dlnL=0),時 短によって生産を減少させた場合,

             咢 器 廴」 加。_alnfalnE・aingalnh

とな り,alnfalnEは 仕鞨 助 生産に対する偏弾性であり,通 常 ・以下であるから,さ らに,

労働生産性の下落は少ないものとなる。

 したがって,我 々は次のように結論づけられる。もし,オ ーバー ・ヘ ッド・コス トが充分大

きく,又,賃 金割増制が徹底しない場合,時 短による労働生産性低下は軽微な可能性をもつこ

と。景気拡大局面(Zア(L)>0)で は,さ らにその効果が大 きいことになる。
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 以上,企 業の短期行動図式を用いて時短の効果をみてきた。どのような制度変更によって時

短が達成されるか,又 時短が労働生産性に及ぼす効果はどの程度かをみてきた。労働時間の効

率曲線を導入することによって従来想定されるよりも,時 短による生産性低下はより軽微であ

る可能性が示された。しかしそれが,ど の程度かはこの効率曲線の測定によって初めてわかる

ことである。この測定に関して私は次の様な展望を持っている。

 ①(1)で 示 される生産関数の直接推定は極わめて困難である。効率曲線gと 生産関fの

特定化が難かしく,た とえできたとしてもそのパラメータを測定することは,極 めて困難であ

る。反面一階の条行式(5),(6)る みれば測定が容易なように思われる。(5)式 は労働時間の仕

事に対する弾力性が労働時間や賃金など,比 較的観測が可能な値と一致する所で決まることを

示してお り,こ の弾力性が観測値によって直接オブザーバブルと思える。そこになめらかな式

をあてはめることによって,こ の仕事関Cgを 観測値から特定化できよう。その特定化が可能

ならば生産関数ノを特定化し,(5),(6)式 を同時推定するとい うや り方を提唱したい。

 ② もちろんこのや り方は計量経済的手法に限定したものであ り,精 密な分析には不向きで

あろう。労働の現場をさぐる心理学など諸般の分野の統合手法が,本 来 よりロバス トな帰結を

導 くものであろう。労働時間の変化に応じてどのように仕事効率が変化するのであろうかは言

う迄もなく時短において一番重要な課題であろ う,特 に高齢化社会を迎えて高齢者の仕事曲線

は他 とどのようにともなるのか,又 資本設備の投下によってそれをおぎなうことができるので

あろうか。

 このような課題に答.'Z..る経済モデルを作成するうxで,第1段 階の実効的な方法は,① の方

法であるが,こ の②の方法とともに,そ れをさらに国民経済 レベルへ集計することがきわめて

重要なかなめとなろう。

(注1)本 論は,労 働時間変化にともない仕事効率が変化することに着目し仕事効率曲線を導入し,「 時

   短」 の企業の短期行動に及ぼす効果を考xる 理論を作成しようともくろんでかかれている。 図示

   す ることによって出来るかぎり直観にうったxる ように書 くたあ,極 値の充分条件や関心外の各

   種 のケースを省略している。 又・短期効果に着 目するため・設備投資や木的投第7i'定 内労働時

   間 の決定は分析の枠外にしてある。かかる点に関しては,早 見論文(1)を 参照していただきたい。

(注12)投 下時間の仕事に対する限界効率が一・定でないとい う考x方 は,多 くある。しかし,多 くの場合

   その限界効率が時間増 とともに逓減するという仮定をたてている。たしかに,現 実の観測値ρ近

   傍を記述するのにそ舸で十分かも知れないが,均 衡解を求めるには不都合である。 つまり労働時

   間は少なけれぽ少ないほど生産効率が高まり,多 くの雇用者をごくわずかの労働時間で働かすと

   い う解をxる 。 もしそれが妥当なら,た とxぽ,出 勤前短時間労働と,多 くの雇用者を雇い入れ

   るよ うな労働市場が現実に存在してもよいであろう。 そこで我々は,労 働時間の仕事効率は,当

   初立上がりの時点ではきわめて低 く,仕 事がなれるにしたがって増加してい く局面を直接陽表的

   に前提する。
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